
 
 

貸 借 対 照 表 
 

(2025年１月31日現在) 

（単位：円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 476,899,816 流 動 負 債 233,286,616 

現 金 及 び 預 金 93,137,361 買 掛 金 42,401,002 

売 掛 金 54,124,968 短 期 借 入 金 20,000,000 

商 品 及 び 貯 蔵 品 306,260,866 一年以内返済予定長期借入金 36,468,000 

未 収 入 金 10,217,745 未 払 金 68,010,885 

前 払 費 用 13,148,876 未 払 法 人 税 等 554,200 

そ の 他 流 動 資 産 10,000 契 約 負 債 4,914,119 

固   定     資    産 151,506,751 未 払 費 用 9,847,800 

有 形 固 定 資 産 127,750,523 預 り 金 48,275,356 

建 物 93,452,289 賞 与 引 当 金 666,674 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 34,298,234 そ の 他 流 動 負 債 2,148,580 

無 形 固 定 資 産 1,281,284 固 定 負 債 99,196,322 

ソ フ ト ウ エ ア 181,500 長 期 借 入 金 73,290,000 

商 標 権 1,099,784 繰 延 税 金 負 債 594,933 

投 資 そ の 他 の 資 産 22,474,944 そ の 他 固 定 負 債 25,311,389 

出 資 金 110,000 負 債 合 計 332,482,938 

長 期 貸 付 金 237,000,000 純 資 産 の 部 

差 入 保 証 金 19,194,562 株 主 資 本 295,923,629 

そ の 他 7,586,772 資 本 金 50,000,000 

貸 倒 引 当 金 △241,416,390 利 益 剰 余 金 258,731,535 

  利 益 準 備 金 6,650,000 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 252,081,535 

     別 途 積 立 金 65,000,000 

     繰越利益剰余金 187,081,535 

  自 己 株 式 △12,807,906 

  純 資 産 合 計 295,923,629 

資 産 合 計 628,406,567 負 債 純 資 産 合 計 628,406,567 



 
 

個 別 注 記 表 
 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)商 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 
 

(2)貯 蔵 品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）を採用しております。 

 
 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 
 
 
 
 
 
 

(2)無形固定資産 
(リース資産除く)

 
(3)リース資産 

 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物      ３～３８年 
工器具備品   ２～１０年 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づいております。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。 

 
３．引当金の計上基準 

(1)貸 倒 引 当 金  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞 与 引 当 金  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 
４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益認識に関する

通常の時点）は以下のとおりであります。 
主に商品の納品時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、

履行義務が充足されるものの、出荷から納品までの期間が通常の期間であ

ると判断していることから、当該商品の出荷時点で収益を認識しておりま

す。 
当社が運営するポイント制度において、顧客に付与したポイントを履行

義務として識別し、取引価格の配分を行い、契約負債を計上しております。 
販売手数料等の顧客に支払われる対価については、変動対価として売上

高から控除して収益を認識しております。 
 

 



 
 

  

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の摘要） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 

2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年

度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な

取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将

来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響は

ありません。 

  

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 100,000株

２．当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 3,837株

 

（収益認識に関する注記） 

(1)収益の分解  当社は、ビューティー＆ヘルスケア事業を営んでおり、各

事業の財又はサービスの種類は、パーソナルケア、ヘルスケ

ア、その他であります。 

 また、各事業の売上高は、440百万円、272百万円、163百万

円であります。 

(2)収益を理解する

ための基礎とな

る情報 

 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費

用の計上基準」に 記載のとおりであります。 

 

（その他の注記） 

 該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


